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EYが実施した2026年1月期のCEO調査では、不確実性が続く環境下で、 
さまざまなコスト圧力のバランスを取りつつ、大胆なAIトランスフォーメーション
を通じて成長と適応力向上を推進するCEOの姿が明らかになりました。

エグゼクティブサマリー 

CEOが2026年を展望するにあたり、2025
年から一貫して変わらないのは、絶えず変化
する不安定な環境を乗り越えるためには、適
応と継続的な変革が不可欠であるという点
です。

地政学的な不確実性が続き、経済の回復
ペースにも国・地域間でばらつきが見られ
る中、企業には、これまで以上に迅速かつ抜
本的に自社の在り方を再構築することが求
められています。中でも、組織の適応力を高
めるため、人工知能（AI）の導入・活用を加
速させ、その成熟度を引き上げていくことが
重要になっています。CEOは、世界情勢や経
済の先行きに対して慎重な姿勢を示しつつ
も、自社がスピード感を持ってトランスフォー
メーションを推進し、持続可能な競争優位を
生み出せるという点については、引き続き強
い自信を示しています。

こうした自信の背景には、依然として不安定
な状況が2026年にかけても続くと見込ま
れる中で、多くの企業が、AIを活用したトラ
ンスフォーメーションとデジタルレジリエン
スのための基盤はすでに構築できていると
認識していることがあります。その基盤を土
台にこれまで進められてきたポートフォリオ
の再構築や戦略的なM&A、効率化の取り組
み（多くの場合、AIと自動化により推進され
る）は、CEOが自信を持って混乱を乗り切る
ための強固な足掛かりとなっています。

一方、今後は、これまで以上に規律ある選択
が求められます。成長のペースが鈍く、回復
力も乏しい経済環境下では、経営陣は投資
をどこに、どのように配分するかについて、

要点

 � CEOは地政学的な不確実性やコ
スト圧力が続く中でも、AIの活
用、人材への投資、業務効率化
を通じて成長を推進できると確
信している。

 � AIは試行的導入から全社的な本
格導入の段階へと移行しつつあ
り、生産性、適応力、競争優位性
を左右する中核的原動力として
の役割を強めている。

 � 地政学的な精査が強まる中にお
いても、M&Aは、有機的成長で
は得られないスピードで技術・人
材・市場アクセスを確保し、トラ
ンスフォーメーションを加速させ
ることができる。

より的確な判断を迫られるでしょう。AIの活
用に関しても、広範な試行の段階から、AIに
よって生産性の向上や意思決定の高度化、
差別化された顧客価値の創出が見込める領
域に的を絞った、重点的な規模拡大への移
行が進みつつあります。こうした状況を踏ま
えると、2026年の最大の課題は、短期的な
コスト圧力と長期的な競争力のバランスを
いかに取るかにあります。

企業を取り巻く環境は、地政学的な分断の
進行により、複雑さと切迫感を一段と増して
います。貿易同盟やサプライチェーンが新
たな形へと変化する中で、CEOはどの市場
で成長を追求し、どの市場では柔軟性の確
保とリスク管理を重視すべきかについて、戦
略的な選択を行う必要があります。多くの
場合、それは一部の市場から撤退し、他の市
場には一層注力するといった判断を伴うも
のです。こうした複雑な環境下にあっても、
2026年は企業にとって重要な転換点となる
でしょう。地理的な視点を軸に、資本配分、ト
ランスフォーメーションの優先課題、AI導入
の拡大を整合的に進めることができる企業
こそが、環境が好転した局面で競合を上回
る成果を上げることができます。2026年は
決して平穏な年にはなりそうもありません。
しかし、進むべき方向性はこれまで以上に明
確になっています。それは、不確実性を前提
に練り上げられた、より研ぎ澄まされたポー
トフォリオを通じて柔軟性を高めること、そ
してインテリジェントテクノロジーによって
再形成されつつある世界において、変革的
イノベーションへのコミットメントを一層強化
していくことです。
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総合的な自信 75 76 77 77.5 78 78 78.5 78.5 78.5 79 79 79.5 80 80 80.5 81.5 81.5

世界経済の成長 64.5 68.5 65.5 67 66.5 71 64 69 70 59 68 71.5 71.5 79 72.5 73.5 72.5

セクターの経済
成長 84 83.5 80.5 86 89 91 86 87 87 86.5 87 88 88.5 87 88 90.5 92

企業の成長 78.5 80.5 82 78.5 81 79 82 81 81.5 82 81 79.5 82 83 83 85 84.5

価格とインフレ 60.5 62 68 71 64.5 68 63 66 64.5 63.5 71 68 70 67.5 71 63.5 66

人材 74 75.5 78.5 74 74.5 75.5 81.5 78.5 81 82 79 82.5 81 81 80 84.5 82.5

投資と 
テクノロジー 78.5 79.5 76 77 81 77.5 80.5 79.5 79 81.5 78 79 78.5 80.5 81 83.5 82.5
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逆風が吹き続ける中、 
何が成長をけん引するのか
2026年1月期のCEO Outlook調査で、成長鈍化とコスト上昇に直面するCEO
は、自社内のケイパビリティを基盤に成長力と回復力を強化するため、人材とAI
による生産性向上にこれまで以上に注力していることが明らかになりました。
1,200人のCEOを対象にEY-Parthenonが実施したこの最新調査
で、CEOの自信がやや後退していることが示されています。全体的な
センチメントは83.0から78.5へと低下し、現在の事業環境を形作る
さまざまな圧力に対する懸念の高まりが浮き彫りになりました。最も
大きな懸念として挙げられたのは世界の経済成長であり、地政学的緊
張、サプライチェーンの再編、景気減速といった要因が重なる環境下

で、CEOが自社の需要見通しの見直しを迫られていることが、その背
景にあります。こうした認識はEY-Parthenonの世界経済見通し（英
語のみ）とも一致しています。実際、同見通しでは、2026年の世界の
実質GDP成長率が前年の3.3%から3.1%に鈍化すると予測されてい
ます。

CEOコンフィデンス指標

総合的な自信 76 77 77 77.5 77.5 78 78.5 78.5 78.5 79 79.5 80 80 81 81 82 84

世界経済の成長 70 71 55.5 65 81 78.5 64 69 72.5 64 63.5 66 71.5 66 64 73 76.5

自国の経済成長 81.5 83.5 82.5 81.5 83 79.5 84.5 82 85.5 83.5 79 77.5 80.5 81 74.5 86.5 84

企業の成長 80.5 81.5 82 80 81.5 83.5 81 81 80.5 80 79 83 84 81 79.5 83.5 86.5

価格とインフレ 64 61.5 53.5 66 66 59.5 69 66 70.5 67 69 65.5 64.5 69 74.5 65.5 69.5

人材 74.5 77 80.5 77.5 74 80.5 77 78.5 77.5 79.5 83.5 82.5 84 84.5 80 82.5 89.5

投資と 
テクノロジー 77 79 80 79 84 79.5 77.5 79.5 75 80.5 78.5 81.5 81.5 82.0 80.5 88.5 82
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https://www.ey.com/en_us/insights/strategy/global-economic-outlook
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こうしたマクロ経済をめぐる不確実性に加えて、エネルギー、人件費、
コンプライアンスといった事業コストの上昇を管理する能力に対する
CEOの自信にも陰りが見られます。また、コスト上昇分の顧客への転

現下の不確実性の高い状況を乗り切るために、CEOは次の3つの事
項に重点的に取り組む必要があります。第1に、AI導入など、生産性
向上をもたらす投資を通じて、コスト規律を厳格化すること、第2に、
顧客インサイトに基づく、より精緻な価格設定によって利益率を確保
すること、そして第3に、新技術の導入を拡大し、地政学的・マクロ経
済的な変動にも対応できるチームを擁する、スキルを基盤とする組織
への移行を加速させることです。

本調査結果が示しているメッセージは明確です。コストと成長への圧
力に正面から向き合いながら、人材とテクノロジーへの投資を強化す
るCEOは、先行き厳しい1年においても、主体的に成長の流れをつく
り出すことができるでしょう。

これら一連の分析結果は、インフレ動向に関するEY-Parthenonの見
通しとも一致しています。EY-Parthenonでは、世界全体ではインフ
レ率の鈍化が続くものの、国・地域間でその動きに大きな差が生じる
と予想しています。関税を課す国・地域では輸入コストの上昇と物価
上昇圧力の再燃が見込まれる一方、関税を課される国・地域では需要
と商品価格の動向に起因するディスインフレが続くとみられます。

一方、人材とテクノロジーという2つの重要な領域では、自信は依然と
して強固です。CEOは引き続き、重要なスキルを備えた人材の獲得と
維持に自信を示しています。こうした自信を後押ししているのは、ハイ
ブリッドワークモデルの成熟、従業員に対する価値提案の明確化、スキ
ルへの継続的な投資です。同様に、AI、自動化、高度な分析などの新
興テクノロジーについても、生産性、顧客体験、長期的な競争力を変
革する可能性を秘めていることから、CEOは引き続き強い自信を維持
しています。

 2026年1月
 2025年9月

下記の各領域における、今後12カ月間の貴社の見通しにどれくらい自信がありますか。

回答者は、各領域につき1つ選択。

物価とインフレ 非常に楽観的 非常に悲観的やや楽観的 やや悲観的悲観的でも楽観的でもない

人材 非常に楽観的 非常に悲観的やや楽観的 やや悲観的悲観的でも楽観的でもない

投資計画とテクノロジー 非常に楽観的 非常に悲観的やや楽観的 やや悲観的悲観的でも楽観的でもない

投入コストと 
事業コスト

コスト上昇分の 
顧客への転嫁

人材の獲得と維持

競争力のある 
従業員報酬

CEOはコストについて懸念しているものの、引き続き人材とテクノロジーに対する自信は強い

新興テクノロジー 
への投資

嫁についても、多くの企業で楽観的見方が後退しており、消費者や企
業の価値重視の姿勢が強まる中で、価格決定力が弱まりつつあること
がうかがえます。
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「規律ある選択」は、トランスフォーメー
ションの鍵となるか
CEOは、自社の見通しについて楽観的でありながらも、世界経済の
見通しには慎重な見方を崩せないという、矛盾した認識を抱えながら
2026年を迎えています。地政学的緊張、世界経済の成長鈍化、サプ
ライチェーンの不安定化といった環境に置かれながらも、CEOの大半
（約90%）は、2026年に売上高、収益性、生産性が改善に向かうと
見込んでいます。このようなギャップは、外部からの圧力がある中で
も、企業は決然と行動することで、自らの力で業績を強化し、外部環
境の課題も乗り越えられるというCEOの考え方を反映しています。

しかし、CEOのこうした楽観的な姿勢は、コスト圧力の高まりによっ
て、一定の抑制を受けています。2026年の事業コストについて、
CEOの61%が上昇を見込む一方、低下を見込むCEOは16%にとど
まっています。これは、コスト上昇が一時的なインフレの影響による
ものではなく、構造的な変化によるものだとCEOが認識しているこ
とを示しています。労働力、エネルギー、技術、規制順守、資金調達
といった投入コストは依然として高い水準で推移しており、こうした
コスト圧力の多くは今後も継続する可能性が高いとみられます。

61%
2026年に事業コストが上昇すると 
予想するCEOの割合

こうした環境において、CEOはこれまで以上に積極的かつ介入的な
姿勢を求められています。その背景には、売上高や収益性にいて、
CEOが強い自信を持っていることがあります。CEOは、価格戦略、顧
客差別化、ポートフォリオの最適化、デジタルトランスフォーメーショ
ンへの投資といった施策を通じて、成長を引き出せると考えていま
す。こうした見方は、生産性向上が見込めるとの認識によってさらに
裏付けられています。その結果、テクノロジー、特にAIや自動化、デー
タを活用した業務プロセスの再設計は、コスト上昇を相殺する重要
な手段と位置付けられています。

2026年の貴社の業績は、2025年と比較してどのように変化する
と予想していますか。

回答者は、各項目につき1つ選択。

減少または 
著しく減少

増加著しく増加 あまり 
変化しない

売上成長

世界全体

北・中・南米

アジア・ 
パシフィック

欧州

減少または 
著しく減少

増加著しく増加 あまり 
変化しない

収益

世界全体

北・中・南米

アジア・ 
パシフィック

欧州

減少または 
著しく減少

増加著しく増加 あまり 
変化しない

生産性

世界全体

北・中・南米

アジア・ 
パシフィック

欧州

貴社の事業コストは、2025年と比較して2026年にはどのように
変化すると予想していますか。 

回答者は、1つだけ選択。

世界全体 北・中・南米 アジア・ 
パシフィック 欧州
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増加

著しく増加

あまり 
変化しない

著しく減少

不確実性が続く中でも、CEOは売上高の成長と収益性・
生産性の向上を予想

過半数のCEOが2026年に事業コストが上昇すると予想
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2026年の見通しとして、CEOは自社の自律
的な成長や業務運営管理に自信を示す一方
で、地政学的な分断や地域間での景気回復
のばらつき、貿易摩擦などを背景に、グロー
バル環境の先行きには高い不確実性を指摘
しています。こうした内外環境に対する楽観
度のギャップがある中で重要になるのは、そ
の内在する自信をどこまで的確な行動とし
て具現化できるかという点です。CEOには、
効率化の取り組みを一段と強化し、実際に
生産性向上につながるテクノロジーの導入
を拡大し、より高い収益性が見込める領域へ
ポートフォリオを再配分するとともに、俊敏
性を高めるためにオペレーティングモデルを
再設計することが求められます。マクロ経済
環境が厳しい中であっても、社内で培った自
信を具体的な業績へと転換できる企業こそ
が、成功を手にするでしょう。

97%
大規模なトランスフォーメーションを 
実施中または開始予定の企業の割合

トランスフォーメーションの
最大の難関は、まだこれか
らなのか 
地政学、経済、テクノロジーをめぐる不確実性
が高まるこの状況下で、競争力とレジリエン
スの維持を目指す企業にとってトランスフォー
メーションは不可欠なものとなっています。本
調査によると、CEOの大半は、全社規模の重
要なトランスフォーメーションの取り組みを現
在進めている（52%）、または、2026年に開始
する予定である（45%）と回答しています。

CEOが挙げる優先課題は、必要とされる変化
の規模と深さを浮き彫りにしています。世界
全体では、CEOの43%が、最も期待する成果
として業務の最適化と生産性の向上（デジタ
ル化を含む）を挙げており、コスト構造の再構
築と効率性の向上が喫緊の課題であることが
うかがえます。一方、消費者の行動が急速に
変化する中、40%が需要の安定化に向けた顧
客エンゲージメントの強化と顧客維持を優先
課題に挙げています。

イノベーションは依然として重要な優先課題
であり、CEOの37%が製品やプロセスの高度
化に注力し、36%が、マクロ経済の追い風が弱
い中でもトップライン成長の加速を目指してい
ます。さらに、コスト削減、従業員エンゲージ

メント、従業員の定着、サステナビリティ、ビジ
ネスモデルの再構築も挙げられています。こ
れらの優先課題は、企業の再構築が、オペレー
ションや企業文化にとどまらず、戦略や成長の
在り方を含むあらゆる領域に及んでいること
を示しています。

こうした野心的な目標の実現には、一度きり
の変革ではなく、継続的な再創造を前提とした
「変革マインド」が不可欠です。構造的に不確
実な環境下において、先進的なCEOは、不完
全な情報のもとでも意思決定を行い、試行を
重ねながら成果を迅速に拡大し、資本と人材
を機動的に再配分します。そして、確実性が得
られるのを待つのではなく、反復を通じて学び
続けます。変革マインドとは、防御的な対応に
とどまらず、価値を主体的に見いだし、統合し、
実現していく姿勢を持つことです。

新たな能力の構築、差別化の強化、自律的な
成長はいずれも、価値創出の中核を成す要素
です。この価値創出には、生産性向上を加速
させるAIやデジタルツールの全社的な導入、
スピード感のあるイノベーションの推進、そし
て俊敏性と協調性の向上を目的とした組織構
造の再設計が含まれます。

貴社のトランスフォーメーションの取り組
みにおいて2026年に達成を目指している
成果のうち、最も重要なものを挙げてくだ
さい。

回答者は、3つまで選択。このグラフは、全社的
に大規模なトランスフォーメーションの取り組
みを実行中、または、今後12カ月以内に開始
予定のCEOからの回答に基づき作成。

欧州

業務の最適化と生産性の向上

顧客エンゲージメントと顧客維持の向上

製品・プロセスのイノベーションの強化

売上成長の加速

コスト削減と節約

従業員エンゲージメントと人材維持の向上

サステナビリティ目標の達成

ビジネスモデルの抜本的な再構築

世界全体 北・中・南米 アジア・ 
パシフィック

2026年のトランスフォーメーションの優先課題

40%

30%

39%

29%

38%

37%

27%

27%

46%

46%

36%

36% 36%

26% 26%

26%

26%

35%

25%

25% 25%

25%

34%

43% 43% 43%

33%

23%

42%

32%

32%

31%

Q
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主要な問い

外需の低迷が続く中で、次な
る成長の波をいかにして生み
出すべきか。

価格設定の精緻化、ポートフォリ
オの見直し、生産性向上を原資と
する再投資などを通じて、成長を
より自律的に生み出していく必要
性は今後一段と高まると考えられ
ます。資本は、強靱な収益力と反
復的な価値創出を実現できる事
業領域、顧客、能力へと重点的に
配分する必要があります。

主要な問い 

自社は、テクノロジーと人材
に関する自信を、生産性向上
や価値創出といった測定可能
な成果へ転換できているか。

テクノロジーやスキルへの投資
は、試験的な取り組みにとどめる
のではなく、コスト削減、スピード
向上、品質改善といった効果を実
際に生み出す形で、本格的に展開
していく必要があります。その際、
すでに複雑化している仕組みに複
数のツールを上乗せするのではな
く、AIや自動化を業務の中核プロ
セスに組み込むことが重要となり
ます。

主要な問い

変革を全社的に展開するた
めの能力とオペレーティング
モデルを備えているか。

抜本的な変革を全社的に実現す
るには、デジタル、AI、データを業
務の中核に組み込み、実務で活用
できる状態にすることが不可欠で
す。同時に、イノベーションを促し、
迅速な意思決定と変革の持続を
可能にする、俊敏で協働性を備え
た組織モデルが求められます。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項

21 3
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貴社のAI導入計画は、売上成長と業務効率化の点で、期待と比較してこれまでにどのような 
具体的な成果を上げていますか。 

回答者は、1つだけ選択。

試行から変革の原動力へ： 
AI導入はいかに企業の適応力を高めるか2
CEOは、AI活用を、試行段階から、成果を見極めつつ戦略的に本格展開（規律あ
る選択に基づくスケール化）する段階へと移行しつつあり、生成AI・自動化・デー
タを組織全体に組み込むことで、適応力と競争優位性の強化を図っています。

CEOは元来、他の経営層に比べ、楽観的な
姿勢を取りがちですが、それを踏まえても、
その見通しには明らかな変化が見られま
す。AI投資が過熱しているとの見方もあり
ますが、今回調査対象となったCEOの経験
が示しているのは、そうした見解とは異なる
現実です。AIはすでに期待を上回る成果を
生み出しており、急速に変化する世界にお
いて、組織の適応力を高める役割を果たし
ているとCEOは評価しています。

実際、多くのCEOが、AI導入プロジェクト
が期待通り、あるいはそれを上回る成果を
上げたと回答しており、目標を下回ったと
する回答はごく少数にとどまりました。これ
は、AIが生産性向上、売上成長、カスタマー
エクスペリエンス、そしてオペレーティング
モデルの効率化を後押しする、信頼性の高
いドライバーとして定着しつつあることを
示しています。特に、AI投資がすでに期待
を大きく上回る成果を生み出している上位
20%の企業では、価値創出の点で最大のリ
ターンを得られる可能性が高いと考えられ
ます。

AIの導入事例も数多くあり、確かな経済的
有効性が確認されています。特に、単純作
業の自動化、予測の迅速化・高精度化、リ
スク検知能力の向上、製品開発の加速、バ
リューチェーン全体にわたる意思決定の高
度化といった領域でAI導入の効果が示さ
れています。

期待を大幅に上回る: 
AIがもたらす価値は期待を大幅に上回る

期待通り: 
AIがもたらす価値は期待水準に 

おおむね達している

期待をやや上回る: 
AIがもたらす価値は期待をやや上回る

期待を下回る:  
AIがもたらす価値は期待をやや下回る

期待を大幅に下回る: 
AIがもたらす価値は期待を大幅に下回る

回答不可 :  
現時点ではAIを導入していない

AIの成果と期待の比較：デジタルトランスフォーメーションに対するCEOの 
自信は依然として強い

20%

19%

58%

1%

1%

1%

20%

19%

58%

Q
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どのようなAIがトランスフォーメーションの原動力となるのか
変革をもたらすテクノロジーとして最も多く
挙げられたのは生成AIであり、その割合は
CEOの過半数（54%）に及びます。これは、
生成AIの活用が、コンテンツ生成、コーディ
ング、顧客エンゲージメント、知識集約型業
務などを中心に、試行段階から全社的な導入
へと急速に移行しつつあることを示唆してい
ます。

機械学習がこれに僅差で続き（45%）、予測、
将来見通し、意思決定インテリジェンスを支
える分析基盤としての役割を維持していま
す。この2つが上位に挙がっていることから、
企業が新たなテクノロジーと実績のあるテク
ノロジーの双方をバランスよく活用している
ことがうかがえます。

その他のAI：

 � エージェント型AIは37%を占め、AIが
アシスタントとしての役割から、これまで
人間の関与を要してきた業務を担うオペ
レーターへと移行しつつあることを示して
います。

 � フィジカルAIは30%を占め、ロボティク
スおよび自動化分野でのAI導入が引き続
き拡大していることを示しています。この
テクノロジーの活用は、労働力やサプライ
チェーン、コスト面での圧力が続く環境下
でも、事業運営上の適応力の強化につな
がります。

 � 自然言語処理は27%を占め、日常的なや
り取りを支える基盤として引き続き重要
な役割を果たしています。一方、変革に
おいては、生成AIと競合する位置付けと
なっています。

総合すると、これらの調査結果は、企業にお
けるAI活用が意味のある、かつ構造的な転
換を遂げつつあることを示しています。企業
の多くが、個別的なAIの活用から、ワークフ
ローの再構築や意思決定の自動化、人間の
能力を組織全体にわたり底上げする統合型
AIシステムへと移行しつつあります。AIはも
はや単なる効率化ツールではなく、トランス
フォーメーション、適応力、成長を駆動する
戦略的エンジンとしての位置付けを強めてい
ます。

2025年のAI投資は、ハイパースケーラーや
データセンター、AIの大規模展開を支えるイ
ンフラなどへの投資が中心でした。しかし、生
産性の向上 （英語のみ）が投資継続を正当化
し、期待水準も成熟する中で、AIの活用はよ
り規律ある選択に基づく拡大フェーズへと移
行しつつあります。

戦略的プランニングの観点からすると、AI投
資が次のフェーズへ移行しつつあることの意
味は明らかです。AIはもはや実験的な試行に
とどまるのではなく、企業競争力を左右する
中核的な能力となりつつあります。従って、
CEOはAIを単年度の施策ではなく、複数年に
わたる戦略の柱として位置付け、人員計画、資
本配分、さらにはオペレーティングモデルの設
計にまで組み込んでいく必要があります。す
でに初期段階から多くの成果が表れ始めてい
ることを受け、AI活用の焦点は今後、試験的
な取り組みを横断的に広げていく段階から、
実効性が確認された施策を本格的に拡大させ
る段階へと移行していくでしょう。その際に重
要となるのは、取り組みの「数」ではなく「深
さ」です。全社的に生産性向上を実現するた
め、AIを重要なバリューチェーン全体に深く組
み込み、企業全体での価値創出につなげてい
くことが求められます。さらに、AI施策の成果
が高まるにつれて、企業間の競争は一段と激
化すると考えられます。AI投資のリターンが
明確になるほど、出遅れた企業は競争上一段

AIは今後2年間に、貴社のビジネスモデルや業務運営にどのような影響を与えるとお考え 
ですか。

回答者は、1つだけ選択。

と不利な立場に置かれ、結果として投資サイ
クルが加速する可能性があります。そして、AI
導入の成果に対する自信は、CEOにより大胆
なトランスフォーメーションを促します。AIは
既存業務の最適化にとどまらず、製品やサー
ビス、さらにはビジネスモデルそのものを再
構築するための中核的な手段として活用され
ていくでしょう。

CEOは、今後2年間でAIが自社のビジネスモ
デルや業務にどのような影響を与えるかにつ
いて、すでに明確な期待を示しています。そ
れは、実際の経験に先行するものですが、多
くのCEOがAIは事業に大きなインパクトを
もたらすとみています。

限定的な影響 : 
AIはわずかな改善しか 

もたらさない

負の影響 : 
AIのリスクとコストが 

メリットを上回る

中程度の影響 : 
特定の分野ではAIにより 

明確なメリットが得られるが、 
事業全体を変えるまでには至らない

変革的な影響 : 
AIは価値創造や事業運営の 
在り方を根本的に変える

多大な影響 : 
AIは大幅な改善を促進し、 

自社の重要な成功要因となる

CEOは、今後2年間に、AIがビジネスモデルや業務運営に多大な影響を与える
と予想

Q

1%

0%

9%

32%

58%58%

32%

9%

https://www.ey.com/en_gl/megatrends/how-the-productivity-reset-will-redefine-value


9  |  EY-Parthenon CEO Outlook調査̶ 2026年1月期

主要な問い

AIは企業の中核能力になっ
ているか、それとも依然とし
て試行段階にとどまっている
のか。

AIに関する取り組みについて、多
くのCEOが期待を上回る成果を
実感する一方で、AIが資本配分や
人材戦略、オペレーティングモデ
ルの設計といった経営の中核にま
で組み込まれているのか、それと
も依然として実証実験や局所的な
イノベーションにとどまっている
のかが、今まさに問われています。

主要な問い 

AIをどこで本格展開すべきか、
そして何をやめるべきか。

AI活用が、規律ある選択に基づく拡
大の段階を迎える中で、CEOは以
下の点について判断を迫られてい
ます。

 � 成果が実証されている活用事例
のうち、バリューチェーン全体にわ
たりエンド・ツー・エンドで組み込
む価値があるものはどれか

 � 広く展開するよりも、深く組み
込むことを優先すべき領域は 
どこか

 � 投資の継続を正当化できない試
験的取り組みはどれか 

戦略上、重要なのは、注力すべき対
象の選択に常に意識を向け、成果が
出ている取り組みを全社規模で展開
して、生産性と競争優位性を最大限
引き出し続けることです。

主要な問い 

AI導入の目的は業務の最適化
なのか、それとも事業を根本
的に再構築することか。

成果に対する自信が高まり、競合他
社が投資を加速させる中、CEOは、
AIを単に既存業務の最適化に用い
ているのか、それとも製品、サービ
ス、ビジネスモデルを再定義するた
めに活用しているのか、自らに問う
必要があります。AIの役割がアシ
スタントから協力者へと進化する中
で、AI導入のスピードと野心の度合
いが、先進企業と後れを取る企業の
差を一層と広げていくでしょう。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項

21 3
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行動こそが、分断されたグローバル 
環境を乗り切る鍵になるのか3
地政学的な分断が進む中で、企業戦略は再構築を迫られています。CEOは、分断
が深まる世界において、AIの活用、パートナーシップの構築、サプライチェーンの
多様化を通じて、リスクを管理し、俊敏性を高め、成長を追求しています。

1 AIとデジタル技術への投資 

2 地政学リスク管理の強化 

3 コストの効果的な管理 

4 サプライチェーンの多様化 

5 戦略的パートナーシップの深化

今回の調査では、分断が進むグローバル
環境を乗り切り、組織の成長を加速させる
ためにCEOが重視する5つの重要な戦略
が明らかになりました。

地政学動向や貿易政策の変化を受け、過去12カ月間に戦略的投資
計画を見直しましたか。 

回答者は、1つだけ選択。

投資計画の前倒し

投資計画の延期

新規市場への参入

他市場の調達先または 
サプライヤーへの 
切り替え

他市場への事業資産の 
再配置

特定市場からの撤退

投資計画の中止

17% 見直していない

不確実性が一段と高まるグローバル環境の中で、AIを戦略の中核に
据え、主体的にかじを取ろうとするCEOの姿勢がより鮮明になってい
ます。従来の事業運営が継続的な混乱に直面していることを踏まえ、
安定の回復を待つのではなく、果断な意思決定を通じて行動に移して
います。地政学的動向や貿易政策の変化に対応するために過去12
カ月間に戦略的投資を見直したCEOは83%に上り、そのうち40%が
投資の前倒しを行っています。その他にも事業資産の再配置やサプ
ライヤーの切り替えといった対応も見られ、CEOの積極的な取り組
み姿勢を裏付けています。注目すべき点としては、投資を中止または
延期したと回答するCEOは少数にとどまっています。これは、グロー
バルな事業運営体制にレジリエンスと成長機会を組み込むため、規
律ある判断のもとで投資を進める姿勢が強まっていることを示してい
ます。

40%

10%

17%

17%

22%

22%

31%88++4242N
83% 見直した

Q
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デジタル技術の戦略的重要性が一段と高まる
中、各国政府は自国のデジタル空間を統制す
るため、さらに多くの政策や規制を導入して
いくと考えられます。こうした動きへの対応と
して、企業は自社のデジタル依存関係を継続
的に評価し、デジタル資産に対するレジリエン
スと管理を強化するための戦略を策定・実行
していく必要があります。その一環として、事
業運営に不可欠な重要なサービスを見極め、
インフラ、ソフトウェア、データ、専門知識と
いった領域における依存関係を評価すること
が重要となります。

ます。とりわけAI分野では、高度なモデルや
クラウドコンピューティングリソースに対する
輸出規制が戦略の前提を大きく変えつつあ
り、企業は機密性の高い知的財産を国境を
超えて共有することに一層慎重になっていま
す。その結果、デジタルエコシステムの分断
が進み、企業内部においても事業コストの上
昇や、イノベーションの鈍化といった影響が生
じています。

より広い視点で見ると、現在の地政学的環境
は、貿易の再編、規制の相違、戦略的競争が
同時に進行する局面にあります。こうした動
きは、市場アクセスやサプライチェーン、デー
タガバナンスの在り方に急激な変化をもたら
しかねません。このような環境下では、企業
にとって、政策動向を先読みする力を高め、
規制当局と主体的に関与し、貿易やテクノロ
ジーをめぐるシナリオのストレステストを行う
ことが極めて重要となります。これにより混乱
の影響を軽減し、新たな成長機会を見いだす
ことが可能になります。しかし、ここで押さえ
るべきもう1つの視点があります。CEOの多
くは、各国・地域の政策転換の局面において、
政策形成そのものにはほとんど影響力を持
たず、しばしば傍観者の立場に置かれていま
す。一方で、データとAIを活用すれば、CEO
は自社としての対応について主導権を得るこ
とができます。AIをプランニングやリスク管
理、業務執行に組み込むことで、CEOは不確
実性を、事業存続を脅かす脅威ではなく、戦
略的に管理可能な要素として扱えるようにな
ります。

地政学的動向を背景に、さまざまな経営上の
課題が生じ、企業は事業運営の見直しを迫ら
れています。とりわけデータは、戦略的資産
であると同時に、地政学的な摩擦の要因にも
なっていることから、各国・地域が新たな規制
や制限を相次いで打ち出しており、情報の収
集・転送・利用の在り方に大きな影響を及ぼ
しています。

各国・地域で進む規制措置により、デジタル
経済の断片化が不可避となり、企業は業務効
率の低下やコンプライアンスコストの増加に
加え、シームレスなグローバル事業運営その
ものが困難になるといった課題に直面してい

https://www.ey.com/ja_jp/insights/geostrategy/geostrategic-outlook
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主要な問い

AIやデータを、地政学的不
確実性を主体的に管理する
ために活用しているか、それ
とも単なる把握や報告のた
めの利用にとどまっている
のか。

政策や貿易をめぐる環境が変化す
る局面では、リアルタイムでの状
況把握とシナリオ分析に基づく迅
速な意思決定が重要になります。
AIをプランニングと実行に組み込
むことで、不確実性を、避けるべき
リスクとして捉えるのではなく、戦
略的要素として管理できるように
なります。

主要な問い 

自社のグローバルなオペレー
ティングモデルとデジタルモデ
ルは、分断が進む現状を反映し
たものになっているのか、それ
とも依然として過去の前提に縛
られているのか。

貿易、テクノロジー、データをめぐる
分断が不可避となっている状況下で
は、サプライチェーンの多様化、オペ
レーティングモデルのモジュール化、
重要なデジタル依存関係のより明確
な管理が欠かせません。レジリエン
スは今後、国・地域ごとに異なる規制
や地政学的な摩擦を前提に、企業が
どれだけ意図的かつ計画的に自社を
再設計できるかによって、ますます左
右されるでしょう。

主要な問い 

自社は、レジリエンス強化と成
長に向けて確信を持って行動
しているか、それとも不確実性
を理由に行動を先送りしてし
まっているか。

先進的なCEOは、コスト規律を維
持しつつ、AI、パートナーシップ、戦
略的能力といった重点分野への投
資を選択的に加速させています。こ
うした行動は、状況の安定を待つの
ではなく、自社で管理可能な競争力
の源泉となる分野へ資本と人材を
再配分することで、前進の勢いを維
持しようとする主体的な意思を示し
ています。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項

21 3
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M&Aはトランスフォーメーションを 
実現する鍵となるのか4
M&Aは、トランスフォーメーションを推進する原動力となります。CEOはM&A
を通じて、デジタル化を加速し、成長機会を引き出せるだけでなく、有機的な 
変革に比べ、より短期間で新たな能力を獲得・定着させることができます。

2025年のM&A活動は、規模と広がりの両面で回復が鮮明となり、活
況を呈しました。とりわけ、50億米ドル超の大型案件は記録的水準に
迫る件数に達し、大企業や投資家が、業界の枠組みを再定義するよう
な変革的な取引に資本を投じる自信を取り戻していることが示されまし
た。また、企業の堅調なバランスシートと有利な資金調達環境を背景
に米国が世界のM&Aをけん引していますが、その勢いは米国に限られ
たものではなく、世界各国・地域に広がっています。

同様に、AIの機能やデジタルインフラ、次世代プラットフォームへの需
要に支えられ、テクノロジー分野で引き続き最大かつ最も活発なM&A
取引が展開されています。一方で、M&A活動の回復基調は、ヘルスケ
ア、エネルギー、工業、消費財、金融サービスといったセクターにも広
範に及んでいます。こうした多様な分野への広がりは、環境の変化に対
応する中で、企業が高い成長意欲を持ち、戦略的ポジションの再構築を
進めていることを示しています。

出所：EY InsightsおよびDealogic　*50億米ドル超の取引の件数

世界の50億米ドル超のM&A：年間取引件数の推移（1995年から2025年まで）

世界のM&Aの年間取引額・取引件数の推移（1995年から2025年まで）

出所：EY InsightsおよびDealogic　*1億米ドル超の取引の件数
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2026年を見据えると、M&A市場は引き続き
堅調に推移すると見込まれます。今回の調査
では、今後12カ月以内に買収を実施する意
向を示すCEOの53%が、全社的な変革戦略
に沿った成果を重視しており、こうした戦略志
向の強さが、市場の底堅さを下支えしている
とみられます。

最優先課題として、CEOの50%が、買収の主
要目的に業務の最適化と生産性の向上（デジ
タル化を含む）を挙げています。これは、効
率性を高めるという、より広義の優先事項と
も一致しています。こうした整合性は、M&A
を単なる規模拡大の手段ではなく、事業運営
の近代化を加速し、先進的な技術力を有機的
投資よりも迅速に獲得するための重要な原
動力と位置付けるCEOが増えていることを
示しています。

同様に、CEOの45%は、買収を通じてトップラ
インの成長を加速させることを優先課題とし
ています。これは、新市場への進出、競争上の
ポジショニングの強化、隣接領域における需要
の取り込みを図ろうとする意図を反映していま
す。こうした姿勢は、効率性の追求にとどまら
ず、イノベーションやポートフォリオの進化を
通じた成長を志向するトランスフォーメーショ
ン施策とも軌を一にしています。さらに、顧客
エンゲージメントおよび顧客維持の向上、コス
ト削減、製品とプロセスのイノベーション強化
といった優先事項も、顧客体験の再構築、コス
ト構造の最適化、全社的なイノベーションの実
現を目指す、より広範で高次のトランスフォー
メーションの方向性を映し出しています。

M&Aの最大の強みは、こうした成果を実現で
きるスピードにあります。社内で完結する有
機的なトランスフォーメーションは不可欠で
ある一方、目に見える成果が表れるまでには、
投資、組織文化の変革、テクノロジーの導入
といった取り組みを、長年にわたり積み重ね
る必要があります。これに対し、戦略的に的
を絞った買収であれば、能力、人材、テクノロ
ジー、市場アクセスを短期間で獲得でき、トラ
ンスフォーメーションの効果を前倒しで享受
することが可能になります。

デジタルトランスフォーメーションの加速を
目的とするAIネイティブ企業の買収であれ、
収益拡大を狙った高成長分野への投資であ
れ、優れた業務慣行を有する企業の統合であ
れ、M&Aは時間軸を圧縮し、社内の制約を克
服するための有効な手段となります。

しかし、このようなメリットを実現できるかど
うかは、ディール・ライフサイクルのごく初期
段階から企業統合をどれだけ意図的に進めら
れるかにかかっています。そして、バリュード
ライバーを明確に定義し、デューデリジェンス
から実行段階に至るまで、一貫して厳密に追
跡・管理していくことが不可欠です。初期段
階で重点的に取り組むことで、効率化や相乗
効果を机上の想定に終わらせることなく、実
際に特定、測定し、確実に実現することが可
能になります。

さらに、買収によって、CEOは実績のあるモ
デルをゼロから構築することなく取り込むこ
とができ、実行リスクを低減できます。その
結果、イノベーションをより迅速に進め、デジ
タル化を加速させ、早期にシナジーを生み出
すことが可能になります。こうした背景から、
買収は、機会が時間的に限られた局面におい
て、トランスフォーメーションを実現するため
の戦略的な近道となります。

このように、M&Aはトランスフォーメーション・
アジェンダの延長線上に位置付けられます。

M&Aを活用することで、戦略的な優先事項
を、より迅速かつ果断に、そしてより大きな競
争上のインパクトをもって前進させることがで
きます。

また、トランスフォーメーションを推進するた
めの補完的な手段として、合弁事業や戦略的
アライアンスを活用するCEOも増えていま
す。今回の調査結果によれば、こうした取り
組みを計画しているCEOの割合は、2025年
の62%から、2026年には79%へと大きく増
加しました。これは、新たな能力を取得する
手段として、パートナーシップの有効性が一
段と高まっていることを強く示しています。こ
のような協業は、イノベーションを加速させ
つつリスクを分担できる現実的な選択肢であ
り、買収のような全面的な資本コミットメント
を伴うことなく、戦略的優先事項を前進させ
ることができます。そのため、アライアンス
や合弁事業は、トランスフォーメーションに一
刻の猶予もない状況において、スピード、柔
軟性、適応力を確保するための重要な原動力
として位置付けられつつあります。

CEOのトランスフォーメーションへの期待と買収目的の整合状況

質問1（買収）：買収候補を評価する際、最も重視する成果は何ですか。質問2（トランス
フォーメーション）：貴社のトランスフォーメーションの取り組みにおいて、2026年に
達成を目指している成果のうち、最も重要なものを挙げてください。

回答者は、3つまで選択。このグラフは、全社的に大規模なトランスフォーメーションの取り組みを実行中、
または、今後12カ月以内に開始予定のCEOからの回答に基づき作成。

業務の最適化と 
生産性の向上

売上成長の加速

顧客エンゲージメント 
および顧客維持の強化

コスト削減と節約

製品・プロセスの 
イノベーションの強化

従業員エンゲージメントと 
人材維持の向上

サステナビリティ目標の達成

ビジネスモデルの 
抜本的な再構築

トランスフォーメーション買収
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クロスボーダーM&Aは地
政学的な精査を乗り越えら
れるか
国・地域間の摩擦が高まり、国境を超える
ディールを行うことの戦略的な意義が見直
される中、M&A全体に占めるクロスボー
ダーM&Aの割合は、2016年以降、低下傾
向が続いてきました。とりわけ、地政学的動
向はディールの成否を左右する重要な要因
となっています。米中間の緊張、制裁制度、
サプライチェーンのリスク低減に向けた動き
などを背景に、海外からの買収者は、政治的
な反発や取引完了までの期間の長期化、実
行リスクの増大などに直面する可能性が高
まっています。

多くの国・地域で、国家安全保障および外
国投資審査の枠組みが拡張され、義務的審
査の対象となる取引が増加しています。ま
た、データ、半導体、AI、重要インフラといっ
た分野を含む「センシティブ」な資産の定義
が広がり、ガバナンス統制、現地化要件、強
制的な事業売却などの是正措置も強化され
ています。さらに、コロナ禍後の景気回復が
国・地域によってばらつきがあることや金利
の上昇を背景に、国内での統合が選好され
るようになり、複数の規制当局への対応を要
する複雑なプロセスに取り組む意欲は低下
しています。加えて、一部の主要な国・地域
では反トラスト規制の執行がより介入主義的
となっており、クロスボーダーディールでは
複数法域での並行申告が求められるケース
が増加し、取引スケジュールに影響を及ぼし
ています。

驚くべきことに、このような地政学的圧力に
もかかわらず、2025年のクロスボーダー
M&Aは底堅さを保ちました。米国は引き続
き、取引額（クロスボーダーディール全体の
30%）および取引件数（同17%）の双方で
最も魅力的な投資先となっています。もっと
も、これらの指標はいずれも2024年比では
低下しており、特に取引額ベースのシェアは
2016年（38%）から大きく縮小しています。

投資先として検討している国・地域に関する
CEOの回答からも、こうした傾向が今後も続
くことがうかがえます。

2026年の世界の設備投資先トップ5

出所：EY InsightsおよびDealogic　*取引件数は、取引額が開示されたディールの件数

取引額・取引件数ベースで見たクロスボーダーM&Aシェアの推移（10年）
    取引額（%）     取引件数（%）*

米国

英国

ドイツカナダ

インド

政府による監視体制の強化や、注目度の高い政治的介入が相次ぐ中、国際的な取引の推進に対し
て慎重な姿勢を示すCEOが一部見られます。こうした変化を背景に、2025年9月の調査で示さ
れた「現地化」および「地域化」を重視する動きは、今後、クロスボーダーディールの戦略や実行の
在り方にも影響を及ぼしていく可能性が高いと考えられます。

米国は引き続き最有力の投資先であるものの、かつてのような「一強」としての位置付けは弱まり
つつあります。米国は、アジアを本拠とするCEOの投資対象国の上位5カ国にはもはや含まれて
いません。欧州を含む他の国・地域においても同様に投資先としての順位が低下しています。

北・中・南米 アジア・パシフィック 欧州

2026年1月

1 米国 日本 ドイツ

2 カナダ 中国本土 英国

3 メキシコ シンガポール フランス

4 英国 インド 米国

5 ブラジル オーストラリア ベルギー

2025年1月

1 米国 中国本土 ドイツ

2 カナダ 日本 フランス

3 メキシコ 香港 英国

4 英国 オーストラリア 米国

5 ブラジル 米国 ベルギー
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主要な問い 

M&Aを、戦術的な成長レバー
として活用しているのか、そ
れとも自社の在り方を再構築
するための意図的なアクセラ
レーターとして位置付けている
のか。

先進的なCEOは、トランスフォー
メーションの優先課題とM&Aを密接
に連動させ、買収を通じて生産性の
向上、デジタル化、オペレーティング
モデルの変革を加速させています。
M&Aを戦略的に進めることで、能力
やテクノロジー、人材を外部から取り
込み、社内の有機的なトランスフォー
メーションだけでは達成に長い年月
を要する成果を、前倒しで実現するこ
とが可能になります。

主要な問い 

自社はトランスフォーメーショ
ンの価値を着実に取り込むた
めの規律ある選択を行ってい
るのか、それともディールの論
理だけに依存していないか。

M&Aにおけるスピード面の優位性
は、ディール・ライフサイクルの初
期段階から、統合を価値創造の原動
力として位置付けることで、はじめ
て引き出されます。戦略上の意図を
目に見える成果へと転換するには、
デューデリジェンスから実行に至る
までの全過程において、バリュード
ライバーを明確に定義し、継続的に
追跡するとともに、その責任の所在
を明らかにすることが不可欠です。

主要な問い 

自社のディール戦略は、地政学
的緊張や規制面での監視が強
化される中でも、戦略的な野心
を犠牲にすることなく実行可能
なものとなっているか。

地政学的な分断の進行や規制当局
による監督強化を背景に、クロス
ボーダーディールの実行リスクが
高まっており、これまで以上に高度
な選択眼と先見性が求められてい
ます。

CEOは、戦略的な事業展開の射程
と規制の現実とのバランスを取り
つつ、厳格化する精査を見据えた
ディール・ストーリーを構築するとと
もに、地域化が進む世界を前提に、
必要に応じて現地化を行い、柔軟性
を維持していく必要があります。

CEOが検討すべき主要な問いと考慮事項

21 3
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2026年1月期のCEO Outlook調査において、以下の点が明確なメッ
セージとして示されました。不確実性の高いグローバル環境において、ト
ランスフォーメーションを持続的に推進できるかどうかが、先進企業となる
か、それとも後れを取る企業となるかの分かれ道となります。地政学とテ
クノロジーは、世界経済と事業環境をかつてないスピードで再構築してい
ます。明確な意図のもとで投資を行い、オペレーティングモデルを再考し、
AIとM&Aを活用して変革を加速させる企業は、安定した環境の到来を待
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調査について
EYは、Financial Times Groupの専門的調査・コンテンツマーケティング部門
であるFT Longitudeに委託し、2025年11月から12月にかけて、世界各国・
地域の大手企業のCEO1,200人を対象に匿名のオンライン調査を実施しまし
た。本調査は、世界の主要企業に影響を与える重要なトレンドや動向、ならびに
将来の成長と長期的価値創造に対するCEOの期待について、有益な気付きを
提供することを目的としています。調査対象の回答者は、21カ国（ブラジル、カ
ナダ、メキシコ、米国、ベルギー、ルクセンブルク、オランダ、フランス、ドイツ、
イタリア、デンマーク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデン、英国、オーストラ
リア、中国、インド、日本、シンガポール、韓国）、5つのセクター（消費財・ヘル
スケア、金融サービス、工業・エネルギー、インフラ、TMT〈テクノロジー、メディ
ア・エンターテインメント、テレコム〉）にわたります。調査対象企業の年間の全

世界売上高構成は、5億米ドル未満（20%）、5億米ドル以上9億9,999万米ドル
以下（21%）、10億米ドル以上49億9,999万米ドル以下（29%）、50億米ドル
以上（30%）です。

CEOコンフィデンス指標は、EY-Parthenon CEO Outlook調査の一環で収集
したデータを基に、マクロ経済環境や企業業績の見通しに対するCEOの意識を
定量化したものです。調査に参加したCEOは、15の項目に対する見通しを、「非
常に悲観的」（0）から「非常に楽観的」（100）までの5段階で評価しました。こ
れらの回答は、「セクターの成長」「物価とインフレ」「企業の成長」「人材」「投資
とテクノロジー」という5つのテーマグループに分類されました。指標の値が高
いほど、経済や自社ビジネスの見通しに対して楽観的な見方が強くなります。指
標100は、極めて楽観的であり、50は中立的、0は極めて悲観的であるというこ
と示しています。

川口 宏
EY Japan 
EY-Parthenonリーダー 
ey.com/ja_jp/people/hiroshi-kawaguchi

EY | Building a better working world

EYは、クライアント、EYのメンバー、社会、そして地球のために新たな価
値を創出するとともに、資本市場における信頼を確立していくことで、よ
り良い社会の構築を目指しています。

データ、AI、および先進テクノロジーの活用により、EYのチームはクライ
アントが確信を持って未来を形づくるための支援を行い、現在、そして未
来における喫緊の課題への解決策を導き出します。

EYのチームの活動領域は、アシュアランス、コンサルティング、税務、ス
トラテジー、トランザクションの全領域にわたります。蓄積した業界の知
見やグローバルに連携したさまざまな分野にわたるネットワーク、多様
なエコシステムパートナーに支えられ、150以上の国と地域でサービス
を提供しています。

All in to shape the future with confidence. 

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネット
ワークであり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは
法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、
英国の保証有限責任会社であり、顧客サービスは提供していません。EYによる個
人情報の取得・利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が
有する権利については、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファー
ムは、現地の法令により禁止されている場合、法務サービスを提供することはあり
ません。EYについて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EY-Parthenonについて

EY-Parthenonは、変革戦略、トランザクション、コーポレートファイナンスを独創的に
組み合わせることで、単なる机上の空論ではない実際に機能するソリューションを提供
しています。

私たちは絶えず複雑さを増す世界を前に、EYが提供する包括的なサービスラインアッ
プを活用しながら、未来に対応する戦略コンサルティングです。職能領域に関する深い
知識とセクターごとの専門性を備え、革新的なAI技術と投資家の視点を組み合わせる
ことで、CEOをはじめとする経営層、投資機関、政府機関といったパートナーと共に、一
歩ずつ、確信を持って未来を形作る支援をします。 

EY-ParthenonはEYにおけるブランドの一つであり、このブランドの下、戦略コンサ
ルティングサービスをEYメンバーファームが世界各地で提供しています。詳しくは、
ey.com/ja_jp/services/strategy/parthenonをご覧ください。
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All Rights Reserved.
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本書は一般的な参考情報の提供のみを目的に作成されており、会計、税務およびその他の専門的なア
ドバイスを行うものではありません。EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社および他の
EYメンバーファームは、皆様が本書を利用したことにより被ったいかなる損害についても、一切の責
任を負いません。具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門家にご相談ください。

本書はEY-Parthenon CEO Outlook調査 ̶ 2026年1月期を翻訳したものです。英語版と本書
の内容が異なる場合は、英語版が優先するものとします。
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